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研究要旨  
本邦では平成 14 年度以降、老人保健事業及び健康増進事業等により肝炎ウイルス検診の受検を推奨してき

た。石川県では、平成 14 年度からの老人保健事業及び健康増進事業での肝炎ウイルス検診陽性者のフォロー
アップを肝疾患診療連携拠点病院（拠点病院）である金沢大学附属病院が行ってきた。このフォローアップシ
ステム「石川県肝炎診療連携」への参加同意者に対して、毎年拠点病院は調査票を郵送し、参加同意者は、調
査票を持参し、肝疾患専門医療機関（専門医療機関）を受診する。専門医療機関の担当医は、診察結果を調査
票に記載し、拠点病院へ返送する。拠点病院は、返送される調査票により、参加同意者の専門医療機関の受診
確認および長期経過を把握してきた。しかしながら、調査票の拠点病院への返送率は、近年 40～50％にとど
まっていること、また調査票の項目の簡素化により、長期経過の把握が困難になりつつあった。 

今回、Information and Communication Technology（ICT）の一つ ID リンクを活用し、拠点病院から専門医療
機関の診療情報を閲覧可能にすることで、フォローアップ事業の効率化を図った。平成 30 年 11 月から、拠点
病院と専門医療機関を紐付けする方式を開始、さらに令和 4 年 1 月からはより汎用性が高い方法として、本フ
ォローアップ事業用の仮想の医療機関（金沢大学附属病院肝疾患相談センター）と専門医療機関とを紐付けす
る方式を開始し、令和 6 年 2 月末時点で、両方の方式で計 359 名に関して、ID リンクにより拠点病院から専
門医療機関の診療情報を閲覧可能な状態とした。この 359 名中解析可能であった 347 名の従来の調査票によ
る専門医療機関の受診率は、令和 5 年度 50.1%だったが、ID リンクを併用することで実際の専門医療機関の
受診率は、91.6%であった。ID リンクを用いることで、従来の紙媒体である調査票による受診確認と比べて、
より正確に肝炎ウイルス陽性者の専門医療機関への受診確認を行うことができた。さらに、患者の生死情報、
臨床情報のより詳細な把握が可能だった。令和 6 年度から、ID リンクで専門医療機関の受診確認が可能な参
加同意者に関しては、調査票の郵送を廃止し、ID リンクによる受診確認を行うことにした。これにより、調査
票を拠点病院へ返送するための通信費の軽減を図れたと共に、専門医療機関の専門医が調査票を記載する労力
を削減することができた。このように ID リンクシステムを活用することで、フォローアップ事業の質の向上
と効率化を図ることができた。 
 

A. 研究目的 
本邦では、平成 14 年度以降、老人保健事業及び健

康増進事業等により肝炎ウイルス検診の受検を推奨
してきたが、肝炎ウイルス検診陽性者の長期経過は
不明である。石川県では、平成 14 年度からの老人保
健事業及び健康増進事業での肝炎ウイルス検診陽性
者に対して、肝疾患診療連携拠点病院（以下拠点病院）
である金沢大学附属病院が経年的なフォローアップ
を行ってきた。このフォローアップシステム｢石川県
肝炎診療連携｣に参加した場合、拠点病院から年 1 回、

肝疾患専門医療機関（以下専門医療機関）での診療内
容を確認する｢調査票｣が同意者本人に郵送される。
同意者は、調査票を持参し、専門医療機関を受診し、
担当医は診療内容を調査票に記載する。調査票は、拠
点病院に返送され、拠点病院は専門医療機関への受
診状況や長期経過の把握を行ってきた。 

しかしながら、調査票の拠点病院への返送率は、近
年 40～50％にとどまっており、長期経過の把握が困
難になりつつあった。また、調査票の項目は非常に簡
素であったため、研究分担者島上は、先行研究班（疫
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学班、研究代表者 田中純子、令和 1 年度～令和 3 年
度）において、調査票のデータに加えて専門医療機関
へ直接問い合わせを行うことでデータを収集し、石
川県肝炎診療連携参加同意者の長期経過を明らかに
した。しかし、再調査を行うためには、そのつど専門
医療機関への問い合わせが必要である。 

肝炎ウイルス検診の効果検証を行うためには、陽
性者の長期かつ継続的なフォローアップ行う必要が
ある。フォローアップ事業の効率化を図ることを目
的に 、 Information and Communication Technology
（ICT）の一つ ID リンクの利用を開始し、その効果
を検証した。 
 

B. 研究方法 
ICT を用いた拠点病院と肝疾患専門医療機関の診療
連携体制の構築：石川県及び石川県医師会が県内で
運用している「いしかわ診療情報共有ネットワーク」
（ID リンクシステムを利用）を用いて、拠点病院と
専門医療機関間の診療情報共有を開始した。対象者
は、拠点病院によるフォローアップ事業である「石川
県肝炎診療連携」に参加同意した者とした。石川県、
石川県医師会、専門医療機関と合意形成・運用法の調
整を行い、運営母体である｢いしかわ診療情報共有ネ
ットワーク協議会｣で承諾を得て、平成 30 年 11 月末
から運用を開始した。「いしかわ診療情報共有ネット
ワーク」を使用した診療情報共有に関しては、「いし
かわ診療情報共有ネットワーク同意書」を用いて対
象者から同意を取得した。以下この ID リンクの利用
方法を「従来法」とする。 

平成 30 年 11 月から開始した ID リンクを用いた
拠点病院と専門医療機関による診療情報共有は、拠
点病院と専門医療機関の両方に ID を有する（両方の
医療機関に受診歴がある）者を対象としていた。拠点
病院の ID を有しない患者に関しても拠点病院から、
専門医療機関の診療情報を ID リンクにより閲覧を可
能にするために、拠点病院内に仮想の医療機関「金沢
大学附属病院肝疾患相談センター」を設置した。金沢
大学附属病院肝疾患相談センターの設置に関しては、
｢いしかわ診療情報共有ネットワーク協議会｣で承諾
を得た。金沢大学附属病院肝疾患相談センターと専
門医療機関の間で ID リンクの紐付けを令和 4 年 1 月
から開始した。以下この ID リンクの利用方法を「仮
想医療機関法」とする。 

（倫理面への配慮） 
本研究は、金沢大学医学倫理審査委員会により審

査、承認の上実施した（研究題目：石川県における肝
炎ウイルス検診陽性者の経過に関する解析 2018-
105 (2871)）。 

 
C. 研究結果 
1) 従来法での ID リンクによる専門医療機関受診

確認の有用性の検証： 
令和 2 年度～令和 5 年度の各年度、従来の紙ベー

スの調査票による専門医療機関の受診確認に ID リン
クによる受診確認を併用し、石川県肝炎診療連携参
加同意者の専門医療機関受診状況を確認した。調査
票の返送率は、43.5～50.7%と低率だった。しかし、
調査票の未返送者に関して、ID リンクにより専門医
療機関の受診状況を確認したところ、71.8～83.8%は
実際には、専門医療機関を受診していたことが明ら
かになった。調査票と ID リンクを併用することで、
実際には専門医療機関受診率は、84.4～90.8%と高率
だった（表 1）。ID リンクで専門医療機関の診療情報
を閲覧することで、調査票では把握が困難であった
死亡例を 4 年間で 8 例把握できた（HCV 感染者 6 名、
HBV 感染者 1 名、共感染者 1 名）。また、4 年間で調
査票と ID リンクの両方で一度も専門医療機関の受診
を確認できなかった者が 137 名中 8 名（5.8%）存在
し、うち HBV 感染者が 6 名、HCV 感染者が 2 名だっ
た。 

 
表 1 従来法による調査票と ID リンクによる専門医
療機関受診確認 

 
 

2) 仮想医療機関法での ID リンクによる専門医療
機関受診確認の有用性の検証：  

ID リンクによる医療機関間の診療情報共有・閲覧
は、ネットワーク内に ID を有する医療機関の間での
み ID を紐付けのすることで可能になる。令和 2 年度
から開始した ID リンクの肝炎診療連携への活用方法
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（従来法）は、拠点病院と専門医療機関の両方に ID
を有する（＝両方の医療機関に受診歴がある）患者だ
けが、実施可能であった。しかし、石川県肝炎診療連
携参加同意者の約 75%は拠点病院の ID を有してい
ないため、拠点病院との診療情報の共有ができない
患者が数多く存在した。そのため拠点病院に ID がな
い患者に関しても、拠点病院から診療情報の閲覧が
可能になるような対策が必要と考えられた。この課
題を解決するために、閲覧専用の仮想の医療機関「金
沢大学附属病院肝疾患相談センター」を設置し、専門
医療機関と「金沢大学附属病院肝疾患相談センター」
間での情報共有を行うこととした。石川県肝炎診療
連携に参加者全員に金沢大学附属病院肝疾患相談セ
ンター内の ID を割り振ることで、全ての患者で、専
門医療機関との診療情報共有が可能になった。仮想
医療機関、金沢大学附属病院肝疾患相談センターの
設置に関しては、｢いしかわ診療情報共有ネットワー
ク協議会｣で承諾を得て、令和 4 年 1 月から順に患者
から同意を取得して、専門医療機関と仮想の医療機
関、金沢大学附属病院肝疾患相談センターとの紐付
けを開始した。令和 6 年 12 月末時点で、この仮想医
療機関法で計 219 名に関して紐付けを行った。 

この 219 名に関しても、調査票の未返送者に関し
て、ID リンクにより専門医療機関の受診状況を確認
した。まず調査票の返送率は 54.8%であった。調査
票未返送者に対して、ID リンクにより専門医療機関
の受診状況を確認したところ、調査票未返送者 99 名
中 90 名（90.9%）は実際には、専門医療機関を受診
していたことが明らかになった。調査票と ID リンク
を併用することで、実際には専門医療機関受診率は、
95.9%と高率だった（表 2）。また ID リンクを閲覧す
ることで 1 名の死亡を把握することができた。 

従来法と仮想医療機関法を併せると、調査票の返
送率は 50.1%であった。調査票未返送者に対して、
ID リンクにより専門医療機関の受診状況を確認した
ところ、調査票未返送者 173 名中 144 名（83.2%）
は実際には、専門医療機関を受診していたことが明
らかになった。調査票と ID リンクを併用することで、
実際には専門医療機関受診率は、91.6%と高率だった。
また、ID リンクで診療情報を閲覧できた 144 名中 19
名（13.2%）が、専門医療機関を受診しているにもか
かわらず、肝臓専門医の診察をうけていないことが
わかった（表 2）。 

表 2 仮想医療機関法による調査票と ID リンクによ
る専門医療機関受診確認と従来法との比較 

 
 

3) 調査票の郵送中止と ID リンクを用いた受診確
認： 

これまでの解析から、ID リンクによる肝炎ウイル
ス患者のフォローアップ事業の質を向上させられる
ことや効率化を図れることが示唆された。そのため、
石川県では、2024 年 2 月の肝炎対策協議会で協議を
行い、拠点病院による ID リンクを用いた診療情報の
閲覧に同意した石川県肝炎診療連携参加同意者には、
2024 年度からは調査票および調査票返送用の切手
つき封筒の郵送を廃止することを決定した。これに
より、郵送費の軽減によるフォローアップ事業費の
軽減および調査票を記載する専門医療機関の肝臓専
門医の負担を軽減することが期待された。この方針
に基づき、調査票の郵送を中止した 223 名の専門医
療機関の受診状況を ID リンクで確認した。その結果、
2024 年 10 月末時点で、図 3 のように専門医療機関
の受診有りは、182 名、受診無しは 38 名で、そのう
ち 12 人は 2024 年度末までに受診予約があり、受診
予約無しが 20 名、消化器・肝臓内科以外を受診中が
5 名であった。このように調査票の郵送を中止して
も、ID リンクを活用することで、専門医療機関の受
診状況を詳細に把握することができた。 

 

図 3 ID リンクを用いた受診状況の把握 
（2024 年 10 月末時点） 
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D. 考察 
 ID リンクと調査票を併用することで、より正確な

未受診者数を把握することが可能だった。実際の
未受診者数は、調査票だけで類推される未受診者
数よりかなり少ないため、実際の未受診者への重
点的・効率的な受診勧奨が可能になると考えられ
た。 

 ID リンクにより専門医療機関の診療情報を閲覧す
ることで、従来の調査票では把握が難しかった患
者の生死情報をより正確に把握できた。 

 令和 2 年度以降、COVID-19 のパンデミックにより、
医療機関への受診控えが懸念された。しかし、ID リ
ンクと調査票で石川県肝炎診療連携参加同意者の
専門医療機関への受診率を確認したところ、各年
度、約 85～90%の患者が、専門医療機関を受診し
ていることが判明した。 

 拠点病院内に閲覧専用の仮想の医療機関「金沢大
学附属病院肝疾患相談センター」を設置し、専門医
療機関と「金沢大学附属病院肝疾患相談センター
間での ID リンクの紐付けを開始し、約 2 年間で
219 名の紐付けが完了した。平成 30 年度から開始
した従来法に比べて極めて汎用性が高いと考えら
れた。 

 従来の調査票を用いた専門医療機関の受診状況確
認には、調査票の印刷、郵送、返送にかかる費用が
必要であった。また専門医療機関の肝臓専門医は、
診療結果を調査票に記載する手間暇が存在した。
R6 年度からは、ID リンクによる受診確認が可能な
者には、調査票の郵送を廃止した。その結果、調査
票にかかる通信費の軽減、調査票を記載する肝臓
専門医の負担軽減を図ることができた。 

 ID リンクにより専門医療機関の受診状況確認によ
り、専門医療機関をせっかく受診しているにもか
かわらず、肝臓・消化器病専門医を受診していない
患者が存在していた。ID リンクのメール機能等を
利用して、拠点病院から専門医療機関の肝炎担当
医へ肝臓・消化器病専門医未受診者の情報をフィ
ードバックし、専門医療機関内での院内連携の強
化を依頼する、といった取組が必要と考えられた。 

 
 
 
 
 

E. 結論 
ICT を肝炎ウイルス陽性者のフォローアップ事業

に併用することで、フォローアップ事業事態の効率
化および質の高いフォローアップ、より正確な長期
経過の把握が可能になると考えられた。 
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